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自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟



貸 借 対 照 表

令和 7年 3月31日　現在

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】         963,115 【流動負債】         103,629

現 金 及 び 預 金         893,840 未 払 費 用          22,229

前 払 費 用          69,275 未 払 法 人 税 等          71,000

【固定資産】          10,000 前 受 金          10,400

【投資その他の資産】          10,000 【固定負債】         900,000

敷 　 金          10,000 長 期 借 入 金         900,000

負 債 の 部 合 計       1,003,629

純 資 産 の 部

【株主資本】         -30,514

利 益 剰 余 金         -30,514

そ の 他 利 益 剰 余 金         -30,514

繰 越 利 益 剰 余 金         -30,514

純 資 産 の 部 合 計         -30,514

資 産 の 部 合 計         973,115 負 債 及 び 純 資 産 合 計         973,115



損 益 計 算 書

自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高       1,494,850

売 上 高 合 計       1,494,850

売 上 総 利 益 金 額       1,494,850

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計       1,058,478

営 業 利 益 金 額         436,372

【営業外収益】

受 取 利 息             651

雑 収 入           1,250

営 業 外 収 益 合 計           1,901

【営業外費用】

支 払 利 息          19,479

営 業 外 費 用 合 計          19,479

経 常 利 益 金 額         418,794

税引前当期純利益金額         418,794

法人税、住民税及び事業税          71,000

当 期 純 利 益 金 額         347,794



販売費及び一般管理費内訳書

自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

旅 費 交 通 費          48,560

通 信 費          50,370

支 払 手 数 料         590,300

地 代 家 賃         165,728

支 払 報 酬 料         164,030

雑 　 費          39,490

販売費及び一般管理費合計       1,058,478



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟 （単位：    円）

【株主資本】

基 　 金 当期首残高               0

当期末残高               0

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高        -378,308

当期変動額 当期純利益金額         347,794

当期末残高         -30,514

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高        -378,308

当期変動額         347,794

当期末残高         -30,514

株 主 資 本 合 計 当期首残高        -378,308

当期変動額         347,794

当期末残高         -30,514

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高        -378,308

当期変動額         347,794

当期末残高         -30,514



注 記 表

一般社団法人　全国エネルギー管理士連盟

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当事項はありません。

　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　該当事項はありません。

固定資産の減価償却の方法

　　該当事項はありません。

収益及び費用の計上基準

　　発生主義に基づき認識しております。

　　


